
配布資料の説明 

 

追加資料１ 令和６年度インセンティブ交付金評価 

インセンティブ交付金とは、高齢者の自立支援・重度化防止につながる取

組を積極的に行った保険者を評価し、その評価に基づいて交付金を支給する

という制度です。交付金は主に地域支援事業に利用可能で、これらの第一号

被保険者保険料負担分に充当することができます。 

この交付金は、「保険者機能強化推進交付金」と「介護保険保険者努力支

援交付金」があり、前者は高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を

推進する目的で平成３０年度から実施しており、後者は介護予防・健康づく

り等に資する取組を重点的に推進する目的で令和２年度から実施しており

ます。この評価はどちらも前年度秋頃に調査票に回答すること等で点数化さ

れ、各自治体の点数と人口規模によって交付されます。 

今回添付いたしました評価は、令和６年度の交付金を決定するために令和

５年に実施した調査票を元に点数化したもので、全国平均や県平均の点数と

比較することができます。当町は保険者機能強化推進交付金が 179点で県平

均 211 点、全国平均 206 点と比べ低く、介護保険保険者努力支援交付金が

227点で県平均 231点、全国平均 217点と比べて平均的と言えます。 

なお資料にはこのほかに県内市町村の評価一覧（追加資料１－２）と評価

の調査票（追加資料１－３）があります。調査票は自治体が回答するものと

国がデータを基に判定するものがあり、追加資料１－３には当町の回答が記

載されております。 

 

 

追加資料２ 介護給付費適正化取組指標 

杉戸町高齢者保健福祉計画・第 9期介護保険事業計画の 104ページに介護

給付適正化について記載されていますが、より具体的な数値目標を現在の取

組に基づき作成いたしました。 

介護給付費適正化の現在の状況については次のとおりとなります。 

「①要介護認定の適正化」につきましては、主治医意見書や介護認定調査

員等が作成した基本調査や特記事項等を職員が整合性や正確性をすべて確

認・修正しております。今後も継続していきます。 

「②ケアプラン・住宅改修等の点検」では、軽度者に対する福祉用具貸与

につきまして、申請時職員がケアプランを確認したうえで許可を出しており

ます。また住宅改修では申請時に職員が書面審査の上改修許可を出し、改修

後は写真等で確認しております。更に金額が高い改修工事の場合は改修後に



職員が訪問確認をしております。こちらも継続していきます。 

「③縦覧点検・医療情報との突合」につきましては、埼玉県国民健康保険

団体連合会に委託しており、毎月帳票が提供されます。埼玉県が県内保険者

をまとめて契約しており、今後も継続していきます。 

「④その他」につきましては、現在年２回介護給付費通知を利用者全員に

発送しております。しかし第 8 期計画までは国は推奨していましたが、第 9

期からは任意となりました。そのため取組指標は設定しておらず、今後の運

用に関しては検討していく必要があると考えています。 

以上の現在の取組の他に改善・見直しとして今年度より新たな取組を行い

ます。 

１つ目はケアプランの定期点検です。昨年度までは事業所に対する定期的

な点検を行っていませんでしたが、６年に１回の指定更新に合わせて、ケア

プランの完成度向上と監査の意味で行うことにしました。令和６年度はまず

１事業所行い、その後指導時に合わせて行い６年かけて全事業所を点検して

いきます。 

２つ目は各居宅介護支援事業所で作成しているケアプランにおいて区分支

給限度額の利用割合等をチェックし、必要に応じて事業所に対し事情調査を

行い、過剰なケアプランの抑制を行ってまいります。毎月データを抽出して

確認していきます。 

これらを取組指標としてまとめましたのが添付した追加資料２となります。 



追加資料１－１

配点 杉戸 全国平均 県平均 全国順位 県順位

100 60 56.17 59.64 - 35

100 30 59.82 53.90 - 54

100 49 41.04 45.62 - 26

100 40 48.61 51.67 - 46

400 179 205.64 210.83 1182 50

配点 杉戸 全国平均 県平均 全国順位 県順位

100 59 51.52 53.95 - 27

100 42 54.52 54.41 - 50

100 86 62.07 70.60 - 6

100 40 48.61 51.67 - 46

400 227 216.72 230.63 781 37

県内63団体　全国1741団体　　（保険者でなく自治体で判断）

合計

合計

介護保険保険者努力支援交付金

Ⅰ　介護予防/日常生活支援を推進する

Ⅱ　認知症総合支援を推進する

Ⅲ　在宅医療・在宅介護連携の体制を構

築する

Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限

り自立した日常生活を営む

Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限

り自立した日常生活を営む

〇令和６年度インセンティブ交付金　評価点数結果

度機能強化推進交付金

Ⅰ　持続可能な地域のあるべき姿をかた

ちにする

Ⅱ　公正・公平な給付を行う体制を構築

する

Ⅲ　介護人材の確保その他のサービス提

供基盤の整備を推進する



追加資料１-２

令和６年度インセンティブ交付金　評価一覧

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 合計

交付金

見込額※ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 合計

交付金

見込額※

さいたま市 1,339,333 309,205 79 88 55 40 262 79,441 78 73 86 40 277 165,464

川越市 353,183 95,374 79 78 70 30 257 25,905 68 70 84 30 252 48,419

川口市 604,715 138,545 79 84 82 55 300 38,218 61 62 71 55 249 66,412

行田市 78,741 25,557 78 76 64 55 273 7,503 55 52 82 55 244 13,801

秩父市 59,244 20,547 47 52 62 5 166 3,557 36 50 58 5 149 6,352

所沢市 344,070 94,645 52 58 51 70 231 22,328 56 64 77 70 267 51,485

飯能市 78,445 25,403 62 18 59 65 204 5,729 55 74 69 65 263 14,265

加須市 112,179 34,580 65 52 52 55 224 9,596 64 68 74 55 261 18,999

本庄市 77,526 22,465 63 84 56 60 263 6,727 70 66 80 60 276 13,459

東松山市 90,651 27,051 58 50 37 50 195 5,708 56 48 88 50 242 13,863

春日部市 231,726 72,271 60 72 30 30 192 17,633 61 56 77 30 224 36,015

狭山市 149,360 47,695 49 8 48 75 180 9,818 48 57 72 75 252 25,315

羽生市 53,951 16,392 8 68 12 45 133 2,533 39 60 56 45 200 6,736

鴻巣市 117,798 36,071 82 68 42 60 252 10,097 67 56 70 60 253 19,986

上尾市 230,229 63,517 44 36 49 40 169 14,706 48 54 84 40 226 32,216

草加市 250,966 61,832 51 44 45 80 220 14,043 35 24 84 80 223 28,438

越谷市 343,866 87,573 49 12 52 70 183 19,232 58 82 60 70 270 48,211

蕨市 75,282 17,505 73 60 47 95 275 5,411 33 19 71 95 218 8,624

戸田市 141,887 23,539 34 80 36 40 190 5,715 54 61 69 40 224 10,834

入間市 145,718 44,162 71 32 46 55 204 10,342 66 66 74 55 261 24,138

朝霞市 144,062 28,211 73 76 64 45 258 7,832 57 48 88 45 238 15,050

志木市 76,416 18,866 50 52 33 35 170 4,490 59 59 65 35 218 9,878

和光市 83,962 15,261 73 92 65 35 265 4,757 60 76 76 35 247 9,470

新座市 165,730 42,636 73 76 51 20 220 11,207 46 43 76 20 185 19,548

桶川市 74,680 22,256 65 56 43 65 229 5,583 61 60 62 65 248 11,877

久喜市 150,987 47,607 57 28 12 65 162 9,601 38 65 71 65 239 23,917

北本市 65,751 21,278 33 52 34 85 204 5,010 38 42 55 85 220 10,679

八潮市 92,365 20,951 73 32 38 75 218 5,603 50 22 78 75 225 11,413

富士見市 112,839 27,280 82 88 70 65 305 9,327 73 60 84 65 282 17,093

三郷市 142,410 38,867 43 4 24 50 121 6,946 25 64 88 50 227 18,541

蓮田市 61,211 19,620 76 36 43 35 190 4,914 64 60 77 35 236 9,673

坂戸市 99,763 30,021 75 36 58 45 214 6,700 54 59 82 45 240 14,805

幸手市 49,404 17,559 67 68 38 55 228 4,401 49 54 68 55 226 8,607

鶴ヶ島市 70,190 20,338 81 28 44 70 223 5,386 71 57 76 70 274 12,028

日高市 54,615 18,387 36 28 6 10 80 2,884 27 30 21 10 88 5,763

吉川市 73,001 17,527 71 56 46 45 218 3,985 53 48 74 45 220 7,923

ふじみ野市 114,156 28,777 72 88 64 75 299 10,033 73 79 78 75 305 20,141

白岡市 52,748 14,710 61 56 41 55 213 3,493 27 50 46 55 178 5,833

伊奈町 45,221 10,792 85 56 37 60 238 3,295 63 59 84 60 266 7,131

三芳町 37,738 10,786 85 72 70 70 297 4,009 72 73 72 70 287 7,687

毛呂山町 32,616 11,390 47 48 41 35 171 2,989 68 75 76 35 254 6,516

越生町 11,074 4,211 54 56 26 45 181 1,054 62 52 63 45 222 2,098

滑川町 19,711 4,523 41 4 38 45 128 712 31 43 70 45 189 1,918

嵐山町 17,596 5,924 52 56 18 70 196 1,588 56 53 61 70 240 3,767

小川町 28,244 11,565 12 28 12 65 117 1,924 30 37 61 65 193 5,122

川島町 19,188 7,084 61 60 51 50 222 2,357 69 47 86 50 252 4,812

吉見町 18,117 6,430 73 68 76 35 252 1,814 78 65 65 35 243 3,507

鳩山町 13,158 6,072 88 60 64 70 282 2,587 73 63 72 70 278 5,115

ときがわ町 10,589 4,242 52 44 28 90 214 1,387 26 39 41 90 196 2,607

横瀬町 7,835 2,689 62 48 41 35 186 768 71 85 72 35 263 1,757

皆野町 9,236 3,571 24 60 27 30 141 655 26 62 44 30 162 1,335

長瀞町 6,660 2,598 69 56 67 20 212 1,409 77 80 84 20 261 3,161

小鹿野町 10,622 4,287 64 48 82 50 244 2,115 75 61 76 50 262 4,408

東秩父村 2,548 1,174 58 84 12 35 189 270 32 21 54 35 142 464

美里町 10,916 3,452 44 40 24 50 158 855 59 35 84 50 228 2,177

神川町 13,122 4,112 31 38 35 45 149 785 71 39 76 45 231 2,131

上里町 30,554 8,454 53 76 42 45 216 2,472 42 51 58 45 196 5,098

宮代町 33,514 10,961 64 42 33 60 199 2,521 36 32 55 60 183 4,616

杉戸町 44,168 14,836 60 30 49 40 179 3,467 59 42 86 40 227 6,919

松伏町 28,398 8,541 68 46 73 70 257 2,865 34 15 58 70 177 5,317

大里広域市町村圏組合

熊谷市 193,132 57,809 56 68 58 45 227 13,228 54 77 72 45 248 28,882

深谷市 141,681 41,810 66 68 61 45 240 11,411 72 71 82 45 270 23,590

寄居町 32,237 11,171 44 68 40 45 197 2,640 30 13 45 45 133 5,088

平均 59.63 53.9 45.62 51.67 210.8 54.0 54.41 70.6 51.67 230.6

※　交付金は単位千円です。

保険者機能強化推進交付金 介護保険保険者努力支援交付金

第1号被保険

者数(R5.3.31)

人口

(R5.1.1)



作成年月日

（都道府県名）

（市町村名）

（担当課・係・氏名）

（メールアドレス）

（電話番号）

48 点

時点 回答欄 記載事項・提出資料 提出資料 記載欄、提出資料欄チェック アラート

○ 4 点

○ 4 点

○ 4 点

○ 4 点

○ 4 点

○ 4 点

○ 4 点

○ 4 点

（記載要領）
　※１　桃色の欄を記入して下さい。（保険者機能強化推進交付金、介護保険保険者努力支援交付金交付金で調査票シートが分かれていますので、両方のシートを記入して下さい。）
　※２　「回答欄」については、各評価指標の留意点等を踏まえ、該当する場合は○、該当しない場合は×を、プルダウンから選択して下さい。
　※３　「記載欄」については、「記載事項・提出資料」欄に記載する内容を踏まえ、各指標に該当すると判断するに至った根拠を記載して下さい。記載欄が不足する場合は、「資料○のとおり」などとした上、適宜、別添の提出資料に記載して下さい。
　※４　「提出資料」欄については、各評価項目と提出資料との関連が明らかとなるよう、適宜付番の上、「資料○参照」等と記載して下さい。
　※５　青色の欄は自動計算されるため、記入しないで下さい。
　※６　灰色の網掛けの指標は、厚生労働省算定項目であり、回答は不要です。

【ア】【イ】　３月末で把握し、６月２７日の高齢者福祉審議会に提出

【ウ】高齢者保健福祉審議会にて委員から意見を聴取し、それを次期介護保険事業計画に反映させてい

る。

【エ】令和４年度杉戸町高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画の実績報告を議事録とともに町の

行政情報公開コーナーに設置。また町ホームページの高齢者保健福祉審議会の議事録とともに公開。

記載欄

（ⅰ）体制・取組指標群（配点64点）

○　アについては、次のような「地域包括ケア「見える化」システム」を活用

した分析結果を記載。

①　分析に活用したデータ

②　分析方法、全国その他の地域（具体名）との比較区や経年変化（具体的年

数）の分析等

③　当該地域の特徴

④　その要因

○　ウについては、住民に対する周知の方法（パンフレットの配布、広報紙へ

の掲載、ホームページへの掲載等）を記載。

○　上記について、既存の資料（審議会資料、パンフレット等）がある場合に

は当該資料の該当部分の添付をもって代えることも可。

○　エについては、地域における介護保険データの公表等住民や関係者との共

通理解を進める取組の具体例を記載。

２

　介護保険事業計画の進捗状況（計画

値と実績値の乖離状況）を分析してい

るか。

※ア→イ→ウ→エの順で該当している

ことが望ましい

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

○　ア及びイについては、モニタリング実施日又は検証実施日を記載。なお、

会議の名称がある場合は、当該会議の名称も併せて記載。

○　ウについては、見直しの内容又は見直しを行うプロセスの概要を記載。

○　エについては、公表した資料の名称、公表時期及び公表場所（ホームペー

ジ）を記載。

得点 指　       　標

イ　日常生活圏域別の特徴を把握・整理している

ア　「地域包括ケア「見える化」システム」を活用し、サービス資源や給付費等

の現状把握・分析等を行っている

ウ　地域の介護保険事業の特徴を踏まえ、相談窓口やサービスの種類・内容、利

用手続などについて、住民に周知を行っている

エ　モニタリングの結果を公表している

ウ　モニタリングの結果やイの検証を踏まえ、サービス提供体制について必要な

見直しを行っている

令和６年度保険者機能強化推進交付金（市町村分）評価指標に係る該当状況調査票

　地域の介護保険事業の特徴を把握し

ているか。

※ウに該当する場合はイに、エに該当

する場合は、ア又はイのいずれかに該

当していることが望ましい

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

【ア】

①見える化システムにて認定率、受給者一人当たり給付額、日常生活圏域ニーズ調査結果等

②全国平均、県平均、近隣自治体との比較

③一人当たり給付額から見ても全国的に当町はかなり高齢者の健康度が高いと思われる。ただし近年は

認定率の上昇も大きく、また高齢化率は県内でも平均を超えている。

④健康な高齢者が多いといえ、７５歳以下の団塊の世代が多いことが要因と思われる。今後はその世代

を如何に健康状態を保つかが問われている。

【ウ】認知症安心ガイドブックを作成し、各地域包括支援センターで配布のほかホームページで閲覧可

能にしている。

【エ】高齢者保健福祉審議会にて報告後、その議事録とともにホームページに公開している。

目標Ⅰ　持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする（配点100点）

（別添２（報告様式））

１

イ　モニタリングの結果を外部の関係者と共有し、乖離の要因やその対応策につ

いて、外部の関係者を含む議論の場で検証を行っている

ア　毎年度、計画値と実績値の乖離状況について、モニタリングを行っている

エ　地域の介護保険事業の特徴を公表している

資料１－３追加



　①　介護予防・生活支援サービス ○ 1 点

　②　一般介護予防事業 ○ 1 点

　③　認知症総合支援 ○ 1 点

　④　在宅医療・介護連携 ○ 1 点

　①　介護予防・生活支援サービス ○ 1 点

　②　一般介護予防事業 ○ 1 点

　③　認知症総合支援 ○ 1 点

　④　在宅医療・介護連携 ○ 1 点

　①　介護予防・生活支援サービス ○ 1 点

　②　一般介護予防事業 ○ 1 点

　③　認知症総合支援 ○ 1 点

　④　在宅医療・介護連携 ○ 1 点

　①　介護予防・生活支援サービス ○ 1 点

　②　一般介護予防事業 ○ 1 点

　③　認知症総合支援 ○ 1 点

　④　在宅医療・介護連携 ○ 1 点

× 0 点

× 0 点

× 0 点

× 0 点

【ア】

　　①　件数及び給付額で実施状況を把握

　　②　参加者数を実績で管理

　　③　地域包括支援センターで対応している認知症に関する相談件数で整理。

　　④　事例検討会の実施回数、医療・介護関係者の研修実施回数、暮らしの保健室開催回数、相談件

数等の把握

【イ】第8期計画において以下を定めている。

　①総合事業の訪問型サービス・通所型サービス等の各年度給付件数及び給付金額

　②事業（まいにち体操教室、いきいきあっぷ体操教室）に対する各年度の参加人数・実施回数等

　③認知症サポーター養成講座の各年度のサポーター数

　④日常の療養支援、入退院支援、急変時の対応、看取りの４つの場面における取組内容を計画

【ウ】毎年度高齢者保健福祉審議会にて審議会委員に発表後、聴取した意見を次年度以降に事業改善や

新規事業として反映させている。

　①総合事業ではサービスＡ（緩和した基準によるサービス）のみでサービスＢＣＤが未実施となって

いる。これを補うべく地域の支え合い活動（ちょいサポ）を展開している。

　②実施回数は目標値より増やしたものの参加人数に伸び悩んだ。

　③認知症サポーター養成講座を規定回数実施したが参加者が目標を下回った。また徘徊高齢者見守り

シール等の一部事業で達成率が低いものがあるのでテコ入れが必要である。

　④病院や介護事業所ごとのBCP策定は進んできているが、災害時には地域ぐるみで取り組む必要があ

る。日頃から防災部門との連携を図り、医療と介護の連携が円滑に行えるよう地域BCPの策定に取り組

む。

【エ】令和４年度杉戸町高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業計画の実績報告として、６月２７日の

高齢者保健審議会で発表後、資料として町の行政情報公開コーナー及び町ホームページの高齢者保健福

祉審議会の議事録とともに公開。内容は以下のとおり。

　①～④各事業の目標値と実績値、またその進捗状況に対する評価

アについては、①～④ごとに、整理しているデータの内容を記載。

イについては、①～④ごとに、事業の効果を検証するための評価指標の内容を

記載。

ウについては、①～④ごとに、把握した課題の内容、見直し・改善の内容又は

それらを行うプロセスの概要を記載。

エについては、①～④ごとに、公表しているデータの内容、公表時期、公表場

所（ホームページ）を記載。

エ　次の施策分野ごとにイの指標の達

成状況を含む取組の成果を公表してい

る

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

３

ウ　イの指標に対する実績等を踏ま

え、毎年度、次の施策分野ごとに課題

の分析、改善・見直し等を行っている

イ　次の施策分野ごとに事業の効果を

検証するための評価指標を定めている

ア　毎年度、次の施策分野ごとに事業

の実施状況を定量的に把握し、データ

として整理している

エ　市町村において全ての評価結果を公表している

　自立支援、重度化防止等に関する施

策について、実施状況を把握し、必要

な改善を行っているか。

※ア→イ→ウ→エの順で該当している

ことが望ましい

ア　年に１回以上、評価結果を庁内の関係者間で説明・共有する場がある

○　アについては、説明・共有の実施日を記載。なお、会議の名称がある場合

は、当該会議の名称も併せて記載。

○　イについては、どのような外部関係者が参画したかを記載。

○　ウについては、アの場における意見をどのように整理し、関係者間で共有

しているかを記載。

○　エについては、評価結果の公表場所（ホームページ等）を記載。４

　保険者機能強化推進交付金等に係る

評価結果を関係者間で共有し、自立支

援、重度化防止等に関する施策の遂行

に活用しているか。

※イ及びウに該当する場合はアに該当

していることが望ましい ウ　アの場における意見を、施策の改善・見直し等に活用している

イ　アの場には、庁内のみならず、外部の関係者が参画している



委託事業数を記載。※単位の記載は不要

0

（ⅱ）活動指標群（配点36点）

ウ　上位３割

ア　上位７割

イ　上位５割

ウ　上位３割

イ　上位５割

ア　上位７割

1

　今年度の評価得点

３

ア　上位７割

イ　上位５割

２

　後期高齢者数と給付費の伸び率の比

較

　PFS（成果連動型民間委託契約方

式）による委託事業数

　2016年→

2022年の伸び率

エ　上位１割

エ　上位１割

○　右欄に、2022年度における委託事業数を記載。

エ　上位１割

ウ　上位３割

　2022年度実績

を評価

　2023年度実績

を評価



6 点

時点 回答欄 記載事項・提出資料 提出資料 記載欄、提出資料欄チェック アラート

× 0 点

× 0 点

× 0 点

× 0 点

↓主要５事
業実施数

○ 要介護認定の適正化 5

○ ケアプランの点検

○ 住宅改修等の点検

○ 縦覧点検・医療情報との突合

○ 介護給付費通知

↓縦覧点検
実施数

× ①　居宅介護支援請求におけるサービス実施状況一覧表 0

× ②　重複請求縦覧チェック一覧表

× ③　算定期間回数制限縦覧チェック一覧表

× ④　単独請求明細書における準受付審査チェック一覧表

× 0 点

× 0 点

× 0 点

600 ①実際の点検件数

600 ②出力件数

100.0% ←自動計算（単位：％）

※①・②ともに単位の記載は不要

②「縦覧点検10帳票のうち、効果が高いと期待される４帳票」のうち実施している帳票を記載。＜選択

式＞

①主要５事業のうち実施している事業を記載。＜選択式＞

記載欄

（ⅱ）活動指標群（配点32点）

　2022年度実績

を評価

２

　2022年度実績

を評価

○　右欄①に2022年度における実際の点検件数を記載。

○　右欄②に2022年度における出力件数を記載。

ケアプラン点検数を記載。※単位の記載は不要

0

○　右欄に2022年度における実際のケアプラン点検数を記載。

41

0

0×

×

○　アについては、右欄①の主要５事業のうちから実施している事業を選択。

○　イについては、右欄②の４帳票のうちから点検している帳票を選択。

○　ウについては、対象の抽出方法等取組の概要を記載。

○　エ及びオについては、仕組みの概要を記載。

※　ア及びイは左欄の表に○を記載することにより、自動転記。

エ　上位１割

○

○

○

点

点

点

点

イ　介護給付費の適正化方策に基づく取組の効果を検証するための評価指標を定

めている

ア　地域のサービス資源や給付費等の動向を把握し、他の地域とも比較・分析の

上、介護給付費の適正化方策を策定している

○　アについては、地域差の分析内容を記載するとともに、第８期計画又はそ

の他の方策における該当部分を提出。

○　イについては、取組の効果を検証するための評価指標の内容を記載。

○　ウについては、方策の改善・見直し等を行うプロセスの概要を記載。

○　エについては、公表内容、公表時期、公表場所（ホームページ等）を記

載。

得点 指　       　標

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

１

　介護給付費の適正化に向けた方策を

策定しているか。

※ア→イ→ウ→エの順で該当している

ことが望ましい

ウ　イの指標に対する実績等を踏まえ、毎年度、取組の課題の分析、改善・見直

し等を行っている

（ⅰ）体制・取組指標群（配点68点）

ウ　上位３割

イ　上位５割

　医療情報との突合の実施割合

１

エ　上位１割

オ　福祉用具購入費・住宅改修費の申請内容について、リハビリテーション専門

職等がその妥当性を検討する仕組みがある

エ　福祉用具の貸与後に、リハビリテーション専門職等が用具の適切な利用がな

されているかどうかを点検する仕組みがある

ウ　ケアプラン点検の実施に当たって、有料老人ホームやサービス付き高齢者向

け住宅の入居者に係るものも含めている

ア　上位７割　ケアプラン点検の実施割合

ア　上位７割

イ　上位５割

ウ　上位３割

　介護給付費適正化事業を効果的に実

施しているか。

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

③　５事業

２

①　３事業

イ　縦覧点検10帳票のうち、効果が高

いと期待される４帳票をいくつ点検し

ているか

エ　イの指標の達成状況を含む取組の成果を公表している

点

③　４帳票

②　３帳票

目標Ⅱ　公正・公平な給付を行う体制を構築する（配点100点）

点

2

①　２帳票

×

ア　介護給付費適正化事業のうち、い

くつを実施しているか
②　４事業

2

2



46 点

時点 回答欄 記載事項・提出資料 提出資料 記載欄、提出資料欄チェック アラート

○ 6 点

○ 6 点

○ 6 点

○ 6 点

× 0 点

○ 6 点

○ 6 点

　➀　介護予防・生活支援サービス ○ 2 点

　②　一般介護予防事業 ○ 2 点

　③　認知症総合支援 ○ 2 点

　④　在宅医療・介護連携 ○ 2 点

　⑤　介護人材確保等 ○ 2 点

× 0 点

× 0 点

ア　介護・福祉関係部局や医療、住まい、就労関係部局など、高齢者の自立支

援・重度化防止等に向けた庁内の連携を確保するための場又は規程がある

 指　       　標

オ　地域における介護人材の将来的な必要数の推計を行い、これを公表している

エ　イ又はウの取組の成果を公表している

ウ　市町村としての独自事業を実施している

エ　上位１割

オ　ア及びイによる連携体制を、重層的支援体制整備事業の実施や地域の誰もが

参画できる場づくりなど、介護保険事業に留まらない地域づくりにも活用してい

る

エ　ア及びイによる連携体制を活用し、高齢者の住まいの確保と生活の一体的支

援に関する取組を実施している

ウ　ア及びイの連携体制を、次の施策

分野ごとの取組に活用している

１

（ⅱ）活動指標群（配点36点）

2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

ア　上位７割

イ　上位５割

記載欄

1

研修の修了者数を記載。※※単位の記載は不要

研修の総実施日数を記載。※単位の記載は不要

0

ア　上位７割

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

　高齢者人口当たりの介護人材（介護

支援専門員を除く。）の定着、資質向

上を目的とした研修の修了者数

　介護支援専門員を対象としたケアマ

ネジメントの質の向上に関する研修

（介護支援専門員法定研修を除く。）

の総実施日数

エ　上位１割

ウ　上位３割

エ　上位１割

ア　上位７割

３

　2022年度実績

を評価

イ　上位５割

ウ　上位３割

２

　2022年度実績

を評価

0

【ア】　県高齢者福祉課介護人材担当が実施している「介護人材確保対策市町村連絡会議」にて　　介

護職員数や離職率等を共有しており、今年度も同じくらいの時期に開催を予定している

【イ】　県高齢者福祉課介護人材担当で実施しているポータルサイト「羽ばたけ！SAITAMA KAIGO」を

町ホームページで周知している。

【ウ】　生活支援員養成講習を実施し、生活支援員を養成する。その後は、生活支援サポーターとして

ゴミ出し支援を行う。

【エ】　生活支援員養成者数の前年度実績を、毎年６月に、外部機関である高齢者保健福祉審議会にて

公表する。

【ア】　高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施として、定期的に情報共有を図り、関係者間で協

働事業を行っている。

　　また、庁内の連携を確保するため、イの各会議等に庁内関係部署の職員も参加している。

【イ】　医師会や医療・介護事業所、保健所等が参画する在宅医療・介護連携推進会議を開催し、意見

交換や情報共有を図り、連携体制を構築している。

　　地域ケア会議において、個別事例の検討を通じて地域課題を明らかにし、これを解決するための政

策を町へ提言している。参加者は行政職員、ケアマネジャー、アドバイザーとして医療・介護等の専門

職。

　　協議体において地域課題の解決に向けて定期的に協議を行っている。参加者は行政職員、民生委

員、区長等。

　　認知症初期集中支援チームにおいて、医療、福祉・介護の専門職が、認知症初期における集中的な

支援を行っている。

【ウ】

　①協議体において地域課題の解決に向けて定期的に協議を行っている。

　②高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施として、定期的に情報共有を図り、関係者間で協働事

業を行っている。

　③認知症初期集中支援チームにおいて、医療、福祉・介護の専門職が、認知症初期における集中的な

支援を行っている。

　④定期的に情報共有を行い、関係者間で協働事業を行っている。

　⑤協議体において、地域課題の解決のための新たな担い手の発掘に向けて定期的に協議を行ってい

る。

研修の修了者数を記載。※単位の記載は不要

○　アについては、連携を確保するための場または規程の名称及びその概要を

記載。

○　イについては、どのような外部関係者が参画したかを記載。

○　ウについては、①～⑤ごとに、どのように活用しているか（定期的に情報

共有を行う、関係者間での協働事業を行うなど）を記載。

○　エについては、取組の概要を記載。

○　オについては、介護保険制度の枠組みを超えた連携の具体例を記載。

○　アについては、都道府県や関係団体と共有している資料を提出。

○　イについては、取組の概要を記載。

○　ウについては、独自事業の概要を記載。

○　エ及びオについては、公表内容、公表時期、公表場所（ホームページ等）

を記載。

○　右欄に2022年度における研修の総実施日数を記載。

○　右欄に2022年度における研修の修了者数を記載。

２

　2022年度実績

を評価

○　右欄に2022年度における研修の修了者数を記載。

ウ　上位３割

イ　都道府県や関係団体の取組と協働した取組を行っている

イ　上位５割

（ⅰ）体制・取組指標群（配点64点）

得点

　地域における介護人材の確保・定着

のため、都道府県等と連携しつつ、必

要な取組を実施しているか。

※エに該当する場合はイ又はウのいず

れかに該当していることが望ましい

１

イ　都道府県や事業者、関係団体、専門職等外部の関係者との連携を確保するた

めの場がある

　地域におけるサービス提供体制の確

保や、自立支援・重度化防止、介護人

材確保に関する施策等の推進に当たっ

て、庁内・庁外における関係者との連

携体制が確保されているか。

※ウからオまでのいずれかに該当する

場合はア及びイに該当していることが

望ましい

　高齢者人口当たりの地域住民に対す

る介護の仕事の魅力を伝達するための

研修の修了者数

ア  地域における介護人材の現状や課題を把握し、これを都道府県や関係団体と共

有している

目標Ⅲ　介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する（配点100点）



時点 回答欄 記載事項・提出資料 提出資料 記載欄、提出資料欄チェック アラート

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

目標Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む（配点100点）

健康寿命延伸の実現状況

　要介護２以上の認定率、認定率の変

化率の状況はどのようになっている

か。

（ア）2023年１

月の認定率

（イ）2022年1

月→2023年1月

の変化率

４

中重度【要介護３～５】（平均要介護

度の変化Ⅱ）

　長期的な平均要介護度の変化率の状

況はどのようになっているか。

2019年1月

→　2023年1月

の変化率

５

1

軽度【要介護１・２】（平均要介護度

の変化Ⅰ）

　短期的な要介護認定者の平均要介護

度の変化率の状況はどのようになって

いるか。

 指　       　標 得点 記載欄

３

中重度【要介護３～５】（平均要介護

度の変化Ⅰ）

　短期的な要介護認定者の平均要介護

度の変化率の状況はどのようになって

いるか。

ア　変化率の状況

イ　変化率の差

成果指標群

２

軽度【要介護１・２】（平均要介護度

の変化Ⅱ）

　長期的な平均要介護度の変化率の状

況はどのようになっているか。

2019年1月

→　2023年1月

の変化率

イ　認定率の変化率

ア　認定率

エ　全保険者の上位１割

ウ　全保険者の上位３割

イ　全保険者の上位５割

ア　全保険者の上位７割

（ア）2022年１

月→2023年１月

の変化率

（イ）2022年１

月→2023年１月

と、2021年１月

→2022年１月の

変化率の差

イ　変化率の差

ア　変化率の状況

エ　全保険者の上位１割

ウ　全保険者の上位３割

イ　全保険者の上位５割

ア　全保険者の上位７割

（ア）2022年１

月→2023年１月

の変化率

（イ）2022年１

月→2023年１月

と、2021年１月

→2022年１月の

変化率の差



作成年月日

（都道府県名）

（市町村名）

（担当課・係・氏名）

（メールアドレス）

（電話番号）

36 点

時点 回答欄 記載事項・提出資料 提出資料 記載欄、提出資料欄チェック アラート

× 0 点

× 0 点

× 0 点

× 0 点

○ 1 点

○ 2 点

　➀　通いの場に参加していない者の

居宅等へのアウトリーチに関する取組
× 0 点

　②　医療機関等が通いの場等への参

加を促す仕組みの構築
○ 1 点

③ 介護予防に資する取組やボラン

ティアへの参加に対するポイント付与

の実施

○ 1 点

　④　③のポイント事業参加者の健康

状態等のデータベース化
× 0 点

× 0 点

２

　通いの場やボランティア活動その他

の介護予防に資する取組の推進を図る

ため、アウトリーチ等の取組を実施し

ているか。

※ア→イ→ウ→エの順で該当している

ことが望ましい

2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

１

　介護予防・生活支援サービス・一般

介護予防事業の実施に当たって、デー

タを活用して課題の把握を行っている

か。

※ウに該当する場合はア又はイのいず

れかに、エに該当する場合はウに該当

していることが望ましい

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

○　ア～ウについては、使用したデータ及び取組内容の概要を記載。

○　ウについては、外部からの意見を聞いている場合にはその名称を記載。

○　エについては、何の施策にどのような反映を行ったのか概要を記載。

目標Ⅰ　介護予防/日常生活支援を推進する（配点100点）

（ⅰ）体制・取組指標群（配点52点）

記載欄

（記載要領）
　※１　桃色の欄を記入して下さい。（保険者機能強化推進交付金、介護保険保険者努力支援交付金交付金で調査票シートが分かれていますので、両方のシートを記入して下さい。）
　※２　「回答欄」については、各評価指標の留意点等を踏まえ、該当する場合は○、該当しない場合は×を、プルダウンから選択して下さい。
　※３　「記載欄」については、「記載事項・提出資料」欄に記載する内容を踏まえ、各指標に該当すると判断するに至った根拠を記載して下さい。記載欄が不足する場合は、「資料○のとおり」などとした上、適宜、別添の提出資料に記載して下さい。
　※４　「提出資料」欄については、各評価項目と提出資料との関連が明らかとなるよう、適宜付番の上、「資料○参照」等と記載して下さい。
　※５　青色の欄は自動計算されるため、記入しないで下さい。
　※６　灰色の網掛けの指標は、厚生労働省算定項目であり、回答は不要です。

令和６年度保険者介護保険保険者努力支援交付金（市町村分）評価指標に係る該当状況調査票

別添２（報告様式）

エ　ウの取組の成果を分析し、取組の改善・見直し等を行っている

イ　通いの場に参加していない者の健康状態や生活状況、医療や介護サービスの利

用状況等を定量的に把握し、データとして整理している

ア　通いの場への参加促進を図るための課題を把握・分析している

エ　データに基づく課題分析等の結果を施策の改善・見直し等に活用している

ウ　毎年度、ア又はイのデータを活用して課題の分析を行っている

イ　ＫＤＢや見える化システム等既存のデータベースやシステムを活用している

ア　介護予防のケアプランや要介護認定の調査票等を確認している

ウ　通いの場を含む介護予防に資する取

組に対して、次のような具体的なアプ

ローチを行っている

得点

○　アについては、課題把握・分析の概要を記載。

○　イについては、取組内容（手法や規模、整理しているデータ内容等）を記

載。

○　ウについては、①～④ごとに、取組内容を記載。

○　エについては、成果分析の結果、取組の改善・見直しの内容又はそれらを

行うプロセスの概要を記載。

【ア】　前年度に行った日常生活圏域ニーズ調査から未参加率が７割を超えており前回調査よりも未参

加率が上昇しており、参加しやすい環境づくりやニーズに合わせた活動メニューの充実等の整備を必要

としている。

【イ】後期医療担当と連携し、通いの場に参加していない方で、医療や介護サービス等の利用が無い方

を把握しデータで管理している。

【ウ】

②　高齢者への参加促進のため作成したシニアサロンの案内（シニアサロンマップ）を作成し、町内医

療機関や薬局等にて配布してもらう予定。

③　介護予防のサポーターに対し、活動回数に応じて商品券を付与。

 指　       　標



○ 1 点

× 0 点

× 0 点

× 0 点

○ 1 点

○ 2 点

○ 2 点

○ 2 点

○ 1 点

努力I(i)5ア.pdf

○ 2 点

○ 2 点

○ 2 点

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

イ　 通いの場での健康チェック等の結果を踏まえて医療機関等による早期介入

（個別支援）につなげる仕組みを構築している

ア　通いの場における健康チェックや栄養指導・口腔ケア等を実施している

エ　取組内容の成果を分析し、改善・見直し等を行っている

ウ　リハビリテーション専門職を含む医療専門職を介護予防の場や地域ケア会議等

に安定的に派遣するための具体的な内容を議論するなど、イの協議の場を活用して

いる

イ　郡市区医師会等の関係団体と連携して協議の場を設置し、介護予防の場や介護

事業所にリハビリテーション専門職等が関与する仕組みを設けている

ア　国が示すリハビリテーションサービス提供体制に関する指標を現状把握や施策

の検討に活用し、リハビリテーションに関する目標を市町村介護保険事業計画に設

定している

エ　分析結果等をサービス内容の充実等に活用している

ウ　行政以外の外部の関係者の意見を取り入れている

○　ア、イ、ウについては、取組内容や仕組みの概要を記載。

○　エについては、成果分析の結果、取組の改善・見直しの内容又はそれらを

行うプロセスの概要を記載。

○　アについては、体制の概要を記載。

○　イについては、取組内容（手法や規模、整理しているデータ内容等）を記

載。

○　ウについては、外部関係者の名称を記載。

○　エについては、活用状況を記載。

５

４

３

　通いの場の参加者の健康状態等の把

握・分析により、介護予防・生活支援

サービス・一般介護予防事業の内容等

の検討を行っているか。

※ア→イ→エの順で該当していること

が望ましい

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

　介護予防等と保健事業を一体的に実

施しているか。

※イに該当する場合はアに、エに該当

する場合はアからウまでのいずれかに

該当していることが望ましい

　地域におけるリハビリテーションの

推進に向けた具体的な取組を行ってい

るか。

※ウに該当する場合はイに該当してい

ることが望ましい

2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

エ　一体的実施の成果を分析し、取組の改善・見直し等を行っている

ウ　現役世代の生活習慣病対策と、介護予防とが連携した取組を実施している

○　アについては、国が示すリハビリテーションサービス提供体制に関する指

標の活用方法を記載するとともに、介護保険事業計画における該当部分を添

付。

○　イについては、仕組みの概要を記載。

○　ウについては、協議の場の活用状況を記載。

○　エについては、成果分析の結果、取組の改善・見直しの内容又はそれらを

行うプロセスの概要を記載。

ア　通いの場の参加者の健康状態を継続的・定量的に把握する体制が整っている

イ　毎年度、経年的な評価や分析等を行っている

【ア】通いの場への専門職（歯科衛生士・栄養士）派遣による講話実施。

【アイ】参加者にアンケートを実施。事業に対しての感想や意見のほかに、体調や健康状態についての

項目を含めている。

【ウ】理学療法士会、各地域包括支援センター

【エ】アンケートの結果を次年度の事業改善に活用。

【ア】リハビリ専門職等との連携を図りながら住民全体の通いの場や地域ケア会議等、介護予防に関す

る専門的・技術的な助言の機会を作る。

【イ・ウ】：県理学療法士会と契約し、住民通いの場における介護予防の取り組み、立ち上げ、定期的

な支援を行っている。

【エ】定期的にＰＴとの打ち合わせ（事業見直し）を行い、また住民通いの場への事業についてアン

ケートを実施。これにより事業見直しを行った結果を各団体に公表（サポーター全体会や通信等を活

用）している。



○ 1 点

○ 2 点

○ 2 点

○ 2 点

○ 2 点

○ 1 点

○ 2 点

○ 2 点

○ 2 点
エ　ア～ウのプロセスを踏まえ、ウで策定した市町村としての推進方策を定期的に

改善・見直し等を行う仕組みがある

ウ　イの分析・評価を踏まえ、多様なサービスの推進に向け、市町村としての推進

方策を策定し、関係者に周知している

イ　アで整理したデータを踏まえ、多様なサービスの推進に向け、地域の課題を分

析・評価している

ア　介護予防・日常生活支援総合事業のサービスの実施状況、地域資源、利用者数

の推移、心身及び生活状況の傾向のほか、現状では対応が困難な地域の困り事等を

把握し、データとして整理している

７

６

　生活支援コーディネーターの活動等

により、地域のニーズを踏まえた介護

予防・生活支援の体制が確保されてい

るか。

※ア→イ・ウ→エ→オの順で該当して

いることが望ましい

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

オ　エで策定した市町村としての推進方策を定期的に見直し、関係者に周知する仕

組みがある

エ　ウの分析・評価を踏まえ、市町村として、介護予防・生活支援サービスの推進

方策を策定し、関係者に周知している

ウ　アで整理したデータを踏まえ、生活支援コーディネーターとともに、協議体を

活用しながら、地域の課題を分析・評価している

イ　アで整理したデータを、地域住民や関係団体等に提供・説明している

ア　地域における介護予防・生活支援サービス等の提供状況、地域資源、利用者数

の推移、心身及び生活状況の傾向、高齢者の地域の担い手としての参画状況等を把

握し、データとして整理している

○　アについては、整理しているデータ内容を記載。

○　イについては、説明した相手方、説明の内容、説明日時を記載。

○　ウについては、地域課題の分析・評価結果の概要を記載。

○　エについては、推進方策の概要を記載。

○　オについては、改善・見直し又はそれらを行うプロセスの概要を記載。

○　アについては、整理しているデータ内容を記載。

○　イについては、地域課題の分析・評価結果の概要を記載。

○　ウについては、推進方策の概要を記載。

○　エについては、改善・見直し又はそれらを行うプロセスの概要を記載。

　多様なサービスの活用の推進に向

け、実施状況の調査・分析・評価を

行っているか。

※ア→イ→ウ→エの順で該当している

ことが望ましい

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

【ア】ごみ出し支援サポーター登録者を一覧にして整理。

【イ】令和5年4月20日　ケアマネ連絡会。令和5年7月19日　第一層協議体。ケアマネジャーや協議体メ

ンバーに、ごみ出し支援サポーターの地域別登録人数や、ごみ出し困難者から相談があった場合のサ

ポーター利用申請方法などを説明。

【ウ】第一層協議体において、町内3地区に分けたグループワークを実施し、地域ごとの課題分析等（サ

ポーター不足、サポーター確保の取り組みを行った。

【エ】サポーター確保の取り組みの見直し。現状のサポーター確保は、全21時間の生活支援員養成講習

受講修了者のみとしているが、環境課で任命しているリサイクル推進員や社協のまごごろとどけ隊（ふ

れあい家事援助サービス）との連携を検討する。

【オ】第一層協議体やケアマネ連絡会において、改善・見直し内容を説明し、意見交換する場がある。

【ア】地域資源及び地域の困りごとのアンケート結果

【イ】ゴミ出し支援サポーターの普及が進まない主な要因として、知名度不足があげられる。

【ウ】ゴミ出し支援サポーターの普及に向け、制度の周知方法等を改善する。

【エ】協議体の枠組みの中で、多様なサービスのあり方について改善・見直し等を行うこととしてい

る。



　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

19 ①ポイント事業参加者数（実人数）

14850 ②事業の対象としている高齢者人口

0% ←自動計算（単位：％）

※①・②ともに単位の記載は不要

○　「支援交付金Ⅰ（ii）６」シートの「通いの場等において心身・認知機能を

維持・改善した者の割合算定表」に記載。

○　通いの場又はボランティアポイント事業以外のその他の取組がある場合

は、上記算定表に取組の概要を記載の上、当該取組に係る参考資料を添付する

こと。

エ　上位１割

６

　通いの場等において心身・認知機能

を維持・改善した者の割合

※「努力支援交付金Ⅰ（ii）６計算用」

シートを使用して計算

　2022度実績を

評価

○　右欄に2022年度における地域ケア会議において検討された個別事例の延べ

件数を記載。

エ　上位１割

ウ　上位３割

イ　上位５割

ア　上位７割

　2022年度実績

を評価

エ　上位１割

３

　地域ケア会議における個別事例の検

討割合（個別事例の検討件数／受給者

数）

５

　高齢者のポイント事業への参加率

　通いの場への65歳以上高齢者の参加

率

　2022年度実績

を評価

　高齢者人口当たりの地域包括支援セ

ンターに配置される３職種の人数

１

イ　上位５割

ア　上位７割

ア　家族介護者支援を含む総合相談支

援・権利擁護業務

イ　介護予防の推進・包括的・継続的ケ

アマネジメント支援業務・事業間連携に

関する業務

ウ　地域ケア会議に関する業務

（ⅱ）活動指標群（配点48点）

２

地域包括支援センター事業評価の達成

状況

　2022年度実績

を評価

　2022年度実績

を評価

エ　上位１割

ウ　上位３割

ア　上位７割

　2022度実績を

評価

○　右欄①に2022年度におけるポイント事業参加者数（実人数）を記載。

○　右欄②に2022年度における事業の対象としている高齢者人口を記載。

４

イ　上位５割

ア　上位７割

ア　週一回以上の通いの場への参加率

イ　週一回以上の通いの場への参加率の

変化率

イ　上位５割

ウ　上位３割

個別事例の述べ件数を記載。※単位の記載は不要

ウ　上位３割

12

86.6%

「努力支援交付金Ⅰ（ii）６計算用」シートから自動転記。※単位の記載は不要



　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

　2022度実績を

評価

× 0 点

９

　総合事業における多様なサービスの

実施状況

○　ア及びイについては、既存統計では把握できない、生活支援体制整備事業

を活用して実施しているインフォーマルサービス（住民主体の支え合い活動を

含む。）に係る実施事業所・団体数又は実利用者数を把握している場合には、

これを右欄に記載。（把握していない場合は記載不要。）

○　これに該当する場合、各事業所・団体が実施しているインフォーマルサー

ビスの概要がわかる資料を添付すること。なお、右欄に記載した数値は、既存

統計に加え、これも勘案して評価を行う。

○　エについては、人口１万人未満の小規模自治体のみが対象。

○　これに該当すると考える場合、取組内容を記載するとともに、関連資料を

添付すること。

７

　高齢者人口当たりの生活支援コー

ディネーター数

　2022度実績を

評価

○　右欄に2023年３月31日現在（当該日における配置人数の把握が困難な場合

は、当該市町村において定める2022年度中の任意の日で可。）で第１層、第２

層に専従で配置されている生活支援コーディネーター数（実人数）を記載。

８

　生活支援コーディネーターの地域ケ

ア会議への参加割合

　2022度実績を

評価

ア　上位７割

イ　上位５割

ウ　上位３割

エ　上位１割

　2022度実績を

評価

生活支援コーディネーター数（実人数）を記載。※単位の記載は不要

0

実利用者数を記載。※単位の記載は不要、把握していない場合は記載不要。

0

事業所・団体数を記載。※単位の記載は不要、把握していない場合は記載不要。

ア　第一号訪問事業及び第一号通所事業

実施事業所・団体数に占める多様なサー

ビス実施事業所・団体数の割合

ウ　第一号訪問事業及び第一号通所事業

の事業費に占める多様なサービスに係る

事業費の割合

イ　第一号訪問事業及び第一号通所事業

の実利用者数に占める多様なサービスに

係る実利用者数の割合

ウ　上位３割

エ　上位１割

ア　上位７割

イ　上位５割

エ　人口１万人未満の市町村であって、生活支援体制整備事業を活用し、イン

フォーマルサービス（住民主体の支え合い活動を含む。）を実施している場合

0



39 点

時点 記載事項・提出資料 提出資料 記載欄、提出資料欄チェック アラート

○ 5 点

○ 5 点

○ 5 点

○ 5 点

○ 4 点

○ 5 点

○ 5 点

× 0 点

○ 5 点

× 0 点

× 0 点

× 0 点

× 0 点

（ⅱ）活動指標群（配点36点）

1

　認知症初期集中支援チームが定期的

に情報連携する体制を構築し、必要な

活動が行えているか。

※エに該当する場合はアからウまでの

いずれかに該当していることが望まし

い

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

３

エ　認知症の人やその家族の支援ニーズに合った具体的な支援につながるよう、イ

による活動グループを含む地域の担い手とのマッチングを行っている

ウ　認知症サポーター等による支援チーム等の活動グループ（チームオレンジな

ど）を設置している

○　アについては、周知内容の概要を記載。

○　イについては、連携した取組の概要を簡潔に記載。

○　ウについては、連携ルールの概要を記載。

○　エについては、医療・介護専門職による早期対応や早期診断の取組の概要

を記載。

ア　認知症に対応できるかかりつけ医や認知症サポート医、認知症疾患医療セン

ター等の認知症に関わる医療機関や認知症初期集中支援チームの周知を行っている

エ　チームの活動について、過去の実績等との比較等も行いつつ、事業運営の改

善・見直し等の検討を行っている

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

○　アについては、取組内容の概要を記載。

○　イについては、要綱等の概要を記載。

○　ウについては、活動グループによる活動内容の概要を記載。

○　エについては、マッチングの概要（実施頻度、手法等）を記載。

○　オについては、認知症の人の当事者参画の取組内容の概要を記載。

２

　認知症状のある人に対して、専門医

療機関との連携により、早期診断・早

期対応に繋げるための体制を構築して

いるか。

※エに該当する場合はアからウまでの

いずれかに該当していることが望まし

い

イ　医療・介護サービスにつながっていない認知症と思われる高齢者に対し、チー

ムが関係機関と連携して、支援対象者に対する主な支援機関を早急に明確にする検

討ができるよう、会議体など具体的な情報共有の場や機会がある

ア　チームが円滑に支援を実施できるよう、医師会等の関係団体、かかりつけ医、

認知症疾患医療センター等や介護支援専門員、地域包括支援センター等とあらかじ

め情報連携を行っている

ウ　対象者の状況に応じて、他機関連携等により、支援対象者が抱える複合的課題

に対して、具体的かつ多様な支援を実施している

ウ　情報連携ツール等を活用して、関係者間で連携ルールを策定している

イ　認知症に対応できるかかりつけ医や認知症サポート医、認知症疾患医療セン

ター等の医療機関と連携した取組を行っている

○　アについては、取組内容（情報連携を行う手段、その実施頻度）の概要を

記載。

○　イについては、情報共有の場や機会の概要を記載。

○　ウについては、他機関連携による支援内容の概要を記載。

○　エについては、改善・見直し又はそれらを行うプロセスの概要を記載。

目標Ⅱ　認知症総合支援を推進する（配点100点）

（ⅰ）体制・取組指標群（配点64点）

得点

１

　高齢者人口当たりの認知症サポー

ター数

　2022年度実績

を評価

オ　認知症の人が希望に応じて農業、商品の製造・販売、食堂の運営、地域活動や

マルシェの開催等に参画できるよう、支援している

　認知症サポーター等を活用した地域

支援体制の構築及び社会参加支援が行

えているか。

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

３

　認知症地域支援推進員が行っている

業務の状況

　2022年度実績

を評価

　高齢者人口当たりの認知症サポー

ターステップアップ講座修了者数

　2022年度実績

を評価

２

エ　上位１割

記載欄

ア　認知症の方や家族が気軽に相談できる認知症カフェ（すぎぴょんカフェ）を開催。

イ　成年後見制度利用支援事業に関し、対象を市町村長申立や生活保護受給者に限

定しない要綱等を整備している

ア　認知症の人の声を聞く機会（本人ミーティング、活動場所への訪問など）を設

けている

エ　アからウまでを踏まえ、医療・介護専門職による早期対応や早期診断に繋げる

体制づくりを構築した上で、実際に運用を図っている

 指　       　標

エ　上位１割

ウ　上位３割

イ　上位５割

ア　上位７割

ア　上位７割

イ　上位５割

ウ　上位３割

エ　上位１割

ア　上位７割

イ　上位５割

ウ　上位３割

【ア】ケアパスにまとめ、希望者に配付したり、町のホームぺージに掲載。

【イ】認知症疾患医療センターの相談員と連携し、町の認知症カフェで個別相談を依頼。実際に精神科

を受診するのに抵抗がある方の相談に対応して頂いている。

【ウ】地域医療ネットワークシステム「とねっと」を活用。また医療・介護の従事者間でライングルー

プを作成したり、多職種連携ツールであるメディカルケアステーションを利用しコミュニケーションを

図っている。

【アイ】チームの検討委員会を年２回、医介連携と同時開催している。辞令の情報共有や意見交換を行

い、参加者に報告している。

【ウ】対象者の状況に応じて、医療機関や障がい福祉担当、生活保護担当等と連携し、支援に当たって

いる。

【エ】チーム医とチーム員が打ち合わせる機会を設け、今後の活動展開の検討を行っている。



68 点

時点 回答欄 記載事項・提出資料 提出資料 記載欄、提出資料欄チェック アラート

○ 5 点

努力Ⅲ(i)1ア.pdf

○ 6 点

○ 5 点

○ 5 点

○ 5 点

○ 5 点

　①　医療・介護関係者に対する相談

窓口の設置
○ 2 点

　②　定期的な相談内容等の取りまと

め、その結果の医療・介護関係者間で

の共有

○ 2 点

　③　多職種を対象とした参加型の研

修会の実施
○ 2 点

○ 5 点

○ 5 点

○ 5 点

○ 6 点

○ 5 点

○ 5 点

３

　患者・利用者の状態の変化等に応じ

て、医療・介護関係者間で速やかな情

報共有が実施できるよう、具体的な取

組を行っているか。

※ア→イ→ウ→エの順で該当している

ことが望ましい。

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

２

　在宅医療と介護の連携の強化・推進

に向け、相談支援、研修会の開催と

いった具体的取組を行っているか。

※ア→イ→ウ→エの順で該当している

ことが望ましい。

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

目標Ⅲ　在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する（配点100点）

（ⅰ）体制・取組指標群（配点68点）

１

　地域の医療・介護関係者等が参画す

る会議において、市町村が所持する

データ等に基づき、在宅医療・介護連

携に関する課題を検討し、対応策が具

体化されているか。

※エに該当する場合、ア及びウに該当

していることが望ましい

　2023年度実施

（予定を含む）

の状況を評価

ウ　取組の実施状況を踏まえ、課題分析等を行っている

ア　在宅医療と介護の連携の強化・推進に向け、医療・介護関係者のニーズを把握

している

オ　評価指標等に基づき事業の検証や必要に応じた見直しを行う仕組みを設けてい

る

イ　医療・介護関係者のニーズを踏ま

え、次のような取組を実施している。

ア  医療・介護関係者の情報共有の実施状況を把握している

エ　課題分析や医療・介護関係者の双方の意見等を踏まえ、必要に応じて取組の改

善・見直し等を行っている

○　ア及びイについては、第８期計画における在宅医療・介護連携に該当する

部分等関係文書を添付。

○　ウについては、把握している情報の概要を記載。

○　エについては、目標の設定、具体化された対応策の概要を記載。

○　オについては、検証や見直しを行う仕組みの概要を記載。

得点

【ア】訪問看護師不足。災害・救急時における医療と介護及び地域との連携。

【イ】

　①：在宅医療連携拠点「地域ケア拠点菜のはな」を設置

　②：毎月第４木曜日15時30分から開催している地域包括ケア会議（医療・介護関係者会議）におい

て、相談件数・相談内容を共有し、意見交換。

　③：ケアカフェ（在宅医療・介護連携推進研修会）を年に数回、時間外（18時30～20時30分）に実

施。

【ウ】訪問看護師の効率的運用。災害時における地域連携型BCPを策定。

【エ】地域包括ケア会議（医療・介護関係者会議）や在宅医療・介護連携推進会議において、意見交換

を行い、取組の改善・見直しを行う。

【ア】多職種連携ツールであるメディカルケアステーションに登録し、情報共有を行う。

【イ】医師同士や多職種等が在宅医療等に関する情報共有や相談に活用し、ネットワーク作りを行う。

患者情報について支援関係者で共有する。

【ウ】医療・介護関係者において、情報の閲覧にとどまり積極的に情報を発信することが少ないことが

課題と感じている。

【エ】在宅医療・介護連携推進会議や地域包括ケア会議（多職種連携会議）にて改善・見直し等を行っ

ている。

○　アについては、情報共有の実施状況の概要を記載。

○　イについては、取組内容（情報連携を行う手段、その実施頻度）の概要を

記載。

○　ウについては、課題分析の結果の概要を記載。

○　エについては、改善・見直し又はそれらを行うプロセスの概要を記載。

○　アについては、把握しているニーズの概要を記載。

○　イについては、①～③ごとに取組の概要を記載。

○　ウについては、課題分析の結果の概要を記載。

○　エについては、改善・見直し又はそれらを行うプロセスの概要を記載。

記載欄

【ア】①日常の療養支援として、患者や利用者、家族の生活を支える観点から要望を踏まえた多職種協

働による医療・介護の提供を行う。②入退院支援として、退院の際に自宅での生活にスムーズに戻れる

よう、地域の医療関係者と介護関係者の連携を行う。③急変時の対応として、救急搬送の際に本人の基

本情報や診療情報などの情報収集が効率的に行えるようメディカルケアステーションや救急医療情報

キットを活用する。④看取りとして、人生の最終段階を住み慣れた自宅で過ごしたいという高齢者が、

安心して在宅での生活を継続できるよう「在宅医療」の普及を図る。

【イ】第８期介護保険事業計画P53・P54に記載。（別添資料参照）

【ウ】医療・介護資源マップ、地域人口動態データ、国保KDBデータ、見える化データ、住民からの要

望など様々な角度から把握する。

【エ】諸データにより見えてきた課題から、地域包括ケア会議等で、今後の対応策を考える。

【オ】在宅医療・介護連携推進会議において、事業の報告・検証・見直しを行う。
エ　アとウの差の確認等により抽出された課題を踏まえ、地域の特性を踏まえた目

標の設定、具体的な対応策を立案している

ウ　地域の人口推計を踏まえた今後のニーズや医療・介護資源、社会資源や利用者

の情報、住民の意向等を定量的な情報も含めて把握している

イ　在宅医療と介護の提供体制の目指すべき姿を介護保険事業計画に記載している

ア  今後のニーズを踏まえ、①日常の療養支援、②入退院支援、③急変時の対応、

④看取りの４つの場面ごとに、在宅医療と介護の提供体制の目指すべき姿を設定し

ている

エ　課題分析や医療・介護関係者の双方の意見等を踏まえ、必要に応じて情報共有

ツール等の改善・見直し等を行っている

ウ　取組の実施状況を踏まえ、課題分析等を行っている

イ　実施状況等を踏まえ、在宅での看取りや入退院時等に活用できるような医療・

介護関係者の情報共有ツールの作成等情報共有円滑化のための取組を実施している

 指　       　標



　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

　①　上位７割

　②　上位５割

　③　上位３割

　④　上位１割

イ　在宅での看取り加算算定者数割合

（管内在宅死亡者数における割合）

ア　在宅ターミナルケアを受けた患者数

割合（管内在宅死亡者数における割合）

　人生の最終段階における支援の実施

状況

　2021年度実績

を評価

（ⅱ）活動指標群（配点32点）

イ　退院・退所加算算定者数割合

　入退院支援の実施状況

１

ア　入院時情報連携加算算定者数割合

　2022年度実績

を評価

２



目標Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む（配点100点）

時点 回答欄 記載事項・提出資料 提出資料 記載欄、提出資料欄チェック アラート

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

　①　全保険者の上位７割

　②　全保険者の上位５割

　③　全保険者の上位３割

　④　全保険者の上位１割

健康寿命延伸の実現状況

　要介護２以上の認定率、認定率の変

化率の状況はどのようになっている

か。

（ア）2023年１

月の認定率

（イ）2022年１

月と2023年１月

の変化率

ア　全保険者の上位７割

２

軽度【要介護１・２】（平均要介護度

の変化Ⅱ）

　長期的な平均要介護度の変化率の状

況はどのようになっているか。

2019年1月

→　2023年1月

の変化率

４

中重度【要介護３～５】（平均要介護

度の変化Ⅱ）

　長期的な平均要介護度の変化率の状

況はどのようになっているか。

2019年1月

→　2023年1月

の変化率

得点

（ア）2022年１

月→2023年１月

の変化率

（イ）2022年１

月→2023年１月

と、2021年１月

→2022年１月の

変化率の差

エ　全保険者の上位１割

（ア）2022年１

月→2023年１月

の変化率

（イ）2022年１

月→2023年１月

と、2021年１月

→2022年１月の

変化率の差

イ　変化率の差

ア　変化率の状況

成果指標群

1

軽度【要介護１・２】（平均要介護度

の変化Ⅰ）

　短期的な要介護認定者の平均要介護

度の変化率の状況はどのようになって

いるか。

イ　変化率の差

ア　変化率の状況

ウ　全保険者の上位３割

イ　全保険者の上位５割

記載欄

５

ア　全保険者の上位７割

イ　全保険者の上位５割

ウ　全保険者の上位３割

３

中重度【要介護３～５】（平均要介護

度の変化Ⅰ）

　短期的な要介護認定者の平均要介護

度の変化率の状況はどのようになって

いるか。

エ　全保険者の上位１割

イ　認定率の変化率

ア　認定率

 指　       　標



追加資料２

介護給付費適正化取組指標

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

要介護認定者調査票の点検数 全件 全件 全件

ケアプランの定期点検事業所数 1 指導時に全事業所 指導時に全事業所

居宅介護支援事業所単位でのケア

プラン検証（年間回数） 12 12 12

福祉用具貸与（軽度者）へのケア

プラン点検 全件 全件 全件

住宅改修　事前事後点検 全件 全件 全件

住宅改修の現地調査（年） 10 10 10

医療情報との突合回数（年） 12 12 12

介護サービスの縦覧点検（年） 12 12 12

取組への改善・見直し

ケアプランの定期点検

居宅介護支援事業所単位で抽出す

るケアプラン検証

各事業所単位で①区分支給限度基準額の

利用割合が７割以上②利用サービスの６

割以上が訪問介護、の２つを満たす事業

所につき事情調査を行う。

定期的にケアプラン点検を行い、計画完

成度向上と監査による適正化を行う。指

定更新時の指導と同時期に行う予定。


